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 SUMMARY 
 
 African leadership has been characterized as a personal rule under a patrimonial system or oligarchy. Many perceive 
it as problematic and expect its disappearance through the process of the making of a modern state. However, scholars 
recognize that a patrimonial system in African has not vanished, but has even continued under a process of 
democratization. Julius Nyerere, the first president of the United Republic of Tanzania, is considered to be one of its 
representative figures. Although many African leaders have fallen into political and social condemnation, his leadership 
has been praised for its equality and political cleanliness. In 2011, the Tanzanians celebrated the fiftieth anniversary of 
the founding of their nation. In response to this sense of reflection, Nyerere’s political philosophy has been discussed 
and revalued by scholars, politician and the people of Tanzania.  
This article examines his continuous influence over Tanzanian life and searches the roots of his political philosophy in 
his early experiences of studying at the University of Edinburgh, especially as a student / a scholar of Shakespeare’s 
plays. Then, it discusses the peoples’ memories and evaluation of Nyerere, based on data from fieldwork conducted in 
Tanzania in 2012. The ideas of unity and peace on which Nyerere emphasized in his nation building are considered as 
key notions for sustaining current Tanzanian Society. 
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幼児期における精神的健康と自己有能感・社会的受容感との関連 
－幼稚園教諭から見た子どもの精神的健康度－ 
 眞榮城和美 
 
The relation between mental-health and perceived competence, social acceptance 
 for young children  
  
Kazumi Maeshiro 
 
1．問題と目的  近年，幼児期から児童期にかけての移行期に関わる子どもの適応上の問題として「小 1プロブレム」（入学したばかりの１年生で，集団行動がとれない，授業中座っていられない，話を聞かないなどの状態が数ヶ月継続する）が注目されており，幼児期の教育と小学校教育の接続が検討され始めている（文部科学省，
2010）。また，2007年より本格始動している特別支援教育の中で，発達早期からの切れ目のない支援と関係機関との連携が挙げられ，発達障害早期総合支援モデル事業（文部科学省，2007）として各市町村においても子ども達の支援ニーズを把握するための調査研究が開始されている（例えば，岩坂・松浦・八木・前田・根津，2010）。子どもの精神的健康に関する疫学調査（厚生労働省，2006）は，主に発達障害に関連するとされる幼少期から見られる子どもの問題行動は 3歳児検診では検出されにくく，集団生活が開始された以降の 5歳児時点で初めて問題として注目されると指摘している（厚生労働省，2006）。このような動きの中で，Goodman.R(1997）によって開発された幼児期から就学期の行動スクリーニングのための質問紙調査法 SDQ(Strengths and Difficulties Questionnaire)は，項目数が 25項目と少なく評定に要する時間は約 5分程度であること，子どもの強い所と苦手な所の双方に目を向けている点，保護者版・教師版が用意されている等のメリットから世界的にも多くの研究機関や臨床現場で活用されている。教師版 SDQを用いた調査報告（厚生労働省，2006）から，SDQはAD/HD児の多動性や攻撃性の高さを把握しやすく，広汎性発達障害児の社会性の乏しさが表れやすい調査票であることが確認されている。また，教師版 SDQを用いた 4-5歳児の特別な支援のニーズ調査を行った岩坂ら（2010）は，教師評価のカットオフラインを男女別に設定して検討した結果，保育園在園児の約 10％に発達面の支援ニーズがあり，特に男児において多動や行動面・情緒面の問題を有することが多かったことを報告している。このように，SDQは集団生活場面で見られる子どもの問題行動を発達に即した形式で早期に把握するために有効な調査票であると考えられる。一方，子どもの精神的健康を考える際には，大人からの視点のみならず子ども自身が自分をどのように捉えているのか，子ども自身が他者との関係性をどのように認識しているのかといった点について検討することも重要である。子どもの自尊感情をはじめとする自己に対する評価が精神的健康に大きくかかわっていることは多くの研究が指摘していることである（e.g.Harter,1999,古荘 2009,杉山,2009）。しかしながら，幼児期の子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感に関する詳細な研究は未だに少ない。   以上の見解から，本研究では幼児期（4-5歳児）の子どもを対象とし，次の 3点について検討することを研究の目的とした。(1）子どもの精神的健康について，子ども達の集団生活場面での様子を日常的に把握している幼稚園教諭によるSDQ評定を用いて検討する。(2)子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感について検討する。(3)子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感の関連について検討する。 
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2．方法 調査対象者および調査時期：調査対象者はN県に住む幼稚園児 103名（男児 47名・女児 56名・平均年齢 4.56歳:SD=.50）とその担任教師 6名であった。幼児に対する調査方法は面接調査であり，調査時期は
2009年 4月から 2010年 3月であった。調査時には倫理面に配慮し，事前に幼稚園で配布した質問紙に対して保護者からの面接調査への同意が得られた対象児のみに面接調査を実施した。 調査内容：[子どもの精神的健康度に関する調査内容] 幼稚園教諭を対象とし質問紙調査を行った。調査内容は，子どもの問題行動に関する内容の日本語版（SDQ： the Strengths and Difficulties Questionnaire，
Goodman，1997，Sugawara，Sakai，Sugiura， Matsumoto，2006）25項目であった。SDQは，情緒・行為・多動/不注意・仲間関係・向社会性の5側面について測定する構造になっている。また，Total Difficulties 
Score（以下 TDSと表記）として情緒・行為・多動/不注意・仲間関係の４つの側面を合計した得点を用い，全体的な支援の必要度を把握する構造を有している。 回答方法は，“あてはまる”“まああてはまる”“あてはまらない”の 3件法を用いた。SDQの各側面について情緒・行為・多動/不注意・仲間関係の 4側面は得点が高いと問題傾向が高く,向社会性については得点が高いと向社会性が高いという方向性で“あてはまる=2点”,“まああてはまる=1点”“あてはまらない=0点”として得点化した。 
 [自己知覚に関する調査内容] The Pictorial scale of perceived competence and social acceptance for 
preschooler and kindergartener (Harter＆Pike，1984:以下 PSPCSAと表記)の日本語版（眞榮城,2010）を使用した。設問項目は「知的能力」｢運動能力｣の下位尺度から構成される自己有能感因子に関する 12項目と「友人からの受容」「母親からの受容」の下位尺度から構成される社会的受容感因子に関する 12項目，合計 24項目であった。本尺度は，対象児が興味を持続しやすいように絵を用い，絵を見たときに対象児が主人公に同一化しやすいように，主人公の性別のみが異なる男児版と女児版が作成されていることが特徴である。回答方法は，2段階 4件法（第１段階目では 2種類の絵の内，自分に似ていると思われる絵を１つ選択，第 2段階目では絵が自分に似ている程度を“よく似ている”または“少し似ている”の内から１つ選択する方式）であり，各設問で評価の高い反応から 4，3，2，1点と得点化した。 
3．結果  
(1)子どもの精神的健康度（幼稚園教諭評定） 
 分析には SPSS18.0を使用した。SDQ各側面の全体平均と標準偏差を算出し，次に性差の検討(独立したサンプルの t検定)を行った。その結果，多動/不注意に関する問題行動において男児が女児よりも有意に高い値を示していることが認められた[t(100)=3.36,p<.001]。また，向社会性においては女児が男児よりも有意に高い値を示していた[t(100)=-2.72,p<0.01]（Table1参照）。 
Table1 幼稚園教諭評定 SDQスコア（4-5歳） 性差の検討 
  全体 男児 女児 性差   M SD M SD M SD t 値   
情緒の問題 2.05 2.2 1.66 1.93 2.38 2.38 -1.66 n.s. 行為の問題 1.96 2.18 1.85 1.83 2.05 2.46 -0.47 n.s. 多動/不注意の問題 3.49 2.57 4.36 2.64 2.72 2.27 3.36 *** 仲間関係の問題 1.82 1.57 2.11 1.85 1.57 1.25 1.71 n.s. 向社会性の高さ 5.96 2.52 5.30 2.59 6.62 2.31 -2.72 ** TDS 9.22 5.49 10.09 5.81 8.49 5.15 1.44 n.s.                     ***p<.001, **p<.01 
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Table1 幼稚園教諭評定 SDQスコア（4-5歳） 性差の検討 
  全体 男児 女児 性差   M SD M SD M SD t 値   
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 教師版 SDQのカットオフラインについて，本邦においては標準化されたものが存在していないため，保護者評定の標準値（Matsuishi et al,2008）および「教師版 SDQを用いた 4-5歳児の特別な支援ニーズ調査」を行った岩坂ら（2010）が用いた基準に基づいて本研究被験児の支援ニーズを把握する指標とした（Table2参照）。情緒・行為・多動/不注意・仲間関係・向社会性および TDSについて，支援ニーズの程度（Low Need群・Some Need群・High Need群）が性別により異なるか否かについてχ二乗検定を用いて検討した。その結果，仲間関係の問題において女児が男児より Low Need群が有意に多いという結果が認められた(χ2(2)=6.61,p<.05)。仲間関係以外の側面については有意な差は認められなかった。 
 
Table2 4-5歳児 SDQカットオフライン（幼稚園教諭評定）[N=103] 
 Low Need Some Need High Need 
 男児 女児 男児 女児 男児 女児 
 スコア ％ スコア ％ スコア ％ スコア ％ スコア ％ スコア ％ 
情緒 0-4 91.5% 0-4 81.8% 5 2.1% 5 9.1% 6-10 6.4% 6-10 9.1% 
行為 0-4 68.1% 0-2 67.3% 5 21.3% 3-4 20.0% 6-10 10.6% 6-10 12.7%
多動/ 
不注意 
0-7 85.1% 0-5 96.3% 8 8.5% 6-7 1.9% 9-10 6.4% 9-10 1.8% 
仲間関係 0-4 80.0% 0-3 96.3% 5 8.9% 4 1.8% 6-10 11.1% 6-10 1.9% 
向社会性 2-10 93.6% 4-10 96.4% 1 6.4% 3 3.6% 0 0% 0 0% 
TDS 0-17 73.3% 0-12 83.0% 18-20 20.0% 13 -15 9.5% 21-40 6.7% 21-40 7.5% 
*岩坂ら（2010）のカットオフラインに基づき本研究被験児を群分けした 
 
(2)子どもの自己有能感・社会的受容感  子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感の各項目得点について，全体の平均値と標準偏差および男女別の平均値と標準偏差を算出した(Table3参照)。次に，自己有能感・社会的受容感の下位尺度について内的整合性を確認するためクロンバックのα係数を算出したところ，自己有能感の下位尺度である「知的能力」（6項目）はα=.48，「運動能力」（6項目）はα＝.48，社会的受容感の下位尺度である「友だちからの受容」（6項目）はα＝.56，「母親からの受容」（6項目）はα＝.67とやや低い値を示していた。一方，「知的能力」と「運動能力」を合わせた「自己有能感」（12項目）はα=.69，「友だちからの受容」と「母親からの受容」を合わせた「社会的受容感」（12項目）はα=.74であったことから，以降の分析では自己有能感，社会的受容感の 2因子として用いることとした。 自己有能感・社会的受容感の平均値について性差の検定（独立したサンプルの t検定）を行った。その際，自己有能感・社会的受容感得点はそれぞれ 12項目の合計得点を項目数で除した形で算出した。分析の結果，自己有能感については女児が男児より有意に高いことが認められた[男児:M （SD）=3.45（0.40)，女児:M(SD) =3.69(0.35),t(87)=-2.89,p<.01]。社会的受容感の性差は認められなかった[男児:M(SD)=3.19（0.55），女児：M(SD)＝3.26（0.56），t(87)=-.57，n.s.]。 
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Table3 幼児期における自己有能感・社会的受容感 平均値（標準偏差） age=4-5,N=103   全体 男児 女児   M SD M SD M SD     自 己 有 能 感 項 目  
＜知的能力＞   
パズルが得意か 3.47 0.93 3.50 0.86 3.45 0.98
園の先生からよく褒められるか 3.31 1.06 3.21 1.12 3.39 1.02
色の名前をよく知っているか 3.89 0.47 3.85 0.56 3.92 0.40
数を数えるのが得意か 3.88 0.53 3.88 0.54 3.88 0.53
文字を読むことが得意か 3.60 0.90 3.44 1.08 3.71 0.74
自分の名前の最初の 
ひらがなを知っているか* 3.49 1.04 3.50 0.99 3.49 1.08
＜運動能力＞   
ブランコが上手か 3.49 1.00 3.12 1.20 3.76 0.75
ジャングルジムが得意か 3.57 0.97 3.32 1.17 3.73 0.76
（くつの）ひもを結ぶのが得意か 3.06 1.24 3.12 1.15 3.02 1.31
スキップが上手か 3.80 0.66 3.68 0.81 3.88 0.53
走るのが速いか 3.72 0.80 3.88 0.54 3.61 0.93
片足で跳ねることが得意か 3.81 0.63 3.71 0.80 3.88 0.48
   
     社 会 的 受 容 感 項 目 
＜友だちからの受容＞   
遊び友だちがいっぱいいるか 3.59 0.91 3.47 0.99 3.67 0.85友だちのおうちに泊まりに行くか 2.04 1.33 2.35 1.32 1.82 1.30
一緒にゲームをするお友だちがいるか 3.45 1.06 3.47 0.96 3.43 1.14
広場で一緒に遊ぶ友だちがいるか 3.66 0.83 3.71 0.84 3.63 0.83
友だちから一緒に遊ぼうと誘われるか 3.87 0.44 3.79 0.59 3.92 0.28
友だちの家に遊びに行くことがあるか 2.54 1.40 2.74 1.38 2.41 1.41
＜母親からの受容＞   
お母さんがよく笑いかけてくれるか 3.69 0.71 3.74 0.67 3.65 0.75
お母さんは〇〇ちゃんの行きたい 
ところによく連れて行ってくれるか 3.34 1.07 3.41 0.99 3.29 1.14
お母さんは〇〇ちゃんの好きな料理をよく
作ってくれるか 3.75 0.76 3.76 0.78 3.73 0.76
お母さんは〇〇ちゃんに 
よく本を読んでくれるか 3.12 1.21 3.03 1.17 3.18 1.25
お母さんは〇〇ちゃんと 
よく一緒に遊んでくれるか 2.67 1.36 2.82 1.24 2.57 1.44
お母さんとよく話をするか 3.48 1.04 3.35 1.15 3.57 0.96
*原尺度の設問は「自分の名前の最初のアルファベットを知っている」であるが，文化的背景を考慮して設問内容を変更した 
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Table3 幼児期における自己有能感・社会的受容感 平均値（標準偏差） age=4-5,N=103   全体 男児 女児   M SD M SD M SD     自 己 有 能 感 項 目  
＜知的能力＞   
パズルが得意か 3.47 0.93 3.50 0.86 3.45 0.98
園の先生からよく褒められるか 3.31 1.06 3.21 1.12 3.39 1.02
色の名前をよく知っているか 3.89 0.47 3.85 0.56 3.92 0.40
数を数えるのが得意か 3.88 0.53 3.88 0.54 3.88 0.53
文字を読むことが得意か 3.60 0.90 3.44 1.08 3.71 0.74
自分の名前の最初の 
ひらがなを知っているか* 3.49 1.04 3.50 0.99 3.49 1.08
＜運動能力＞   
ブランコが上手か 3.49 1.00 3.12 1.20 3.76 0.75
ジャングルジムが得意か 3.57 0.97 3.32 1.17 3.73 0.76
（くつの）ひもを結ぶのが得意か 3.06 1.24 3.12 1.15 3.02 1.31
スキップが上手か 3.80 0.66 3.68 0.81 3.88 0.53
走るのが速いか 3.72 0.80 3.88 0.54 3.61 0.93
片足で跳ねることが得意か 3.81 0.63 3.71 0.80 3.88 0.48
   
     社 会 的 受 容 感 項 目 
＜友だちからの受容＞   
遊び友だちがいっぱいいるか 3.59 0.91 3.47 0.99 3.67 0.85友だちのおうちに泊まりに行くか 2.04 1.33 2.35 1.32 1.82 1.30
一緒にゲームをするお友だちがいるか 3.45 1.06 3.47 0.96 3.43 1.14
広場で一緒に遊ぶ友だちがいるか 3.66 0.83 3.71 0.84 3.63 0.83
友だちから一緒に遊ぼうと誘われるか 3.87 0.44 3.79 0.59 3.92 0.28
友だちの家に遊びに行くことがあるか 2.54 1.40 2.74 1.38 2.41 1.41
＜母親からの受容＞   
お母さんがよく笑いかけてくれるか 3.69 0.71 3.74 0.67 3.65 0.75
お母さんは〇〇ちゃんの行きたい 
ところによく連れて行ってくれるか 3.34 1.07 3.41 0.99 3.29 1.14
お母さんは〇〇ちゃんの好きな料理をよく
作ってくれるか 3.75 0.76 3.76 0.78 3.73 0.76
お母さんは〇〇ちゃんに 
よく本を読んでくれるか 3.12 1.21 3.03 1.17 3.18 1.25
お母さんは〇〇ちゃんと 
よく一緒に遊んでくれるか 2.67 1.36 2.82 1.24 2.57 1.44
お母さんとよく話をするか 3.48 1.04 3.35 1.15 3.57 0.96
*原尺度の設問は「自分の名前の最初のアルファベットを知っている」であるが，文化的背景を考慮して設問内容を変更した 
  
(3)子どもの精神的健康度と自己有能感・社会的受容感との関連  幼稚園教諭が認識している子どもの精神的健康度と子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感との関連を検討するため男女別に相関分析を行った。その結果，男児では幼稚園教諭評定による多動/不注意および TDSと子ども自身が認識している社会的受容感との間に有意な負の相関が認められた（多動/不注意:r=-.35,p<.05，TDS:r=-.33，p<.05;Table4参照）。 女児においては幼稚園教諭が認識している子どもの向社会性の高さと子ども自身が認識している自己有能感との間に有意な正の相関傾向が認められた（r=.28,p<.10）。次に，子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感との相関が認められた SDQ側面の支援ニーズの 3群（Low Need群・Some Need群・High Need群）をグループ化変数とし，自己有能感・社会的受容感の平均値の差の検定（一元配置分散分析）を行った。その結果,どのSDQ側面においても支援ニーズ間における平均値の有意な差は認められなかった。 
 
Table4 子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感との関連  男児 女児  自己有能感 社会的受容感 自己有能感 社会的受容感 
情緒の問題 .15 -.24 .27 -.13 行為の問題 .01 -.16  -.12 -.08 多動/不注意の問題 .07 -.35* -.06 .03 仲間関係の問題 -.05 -.08 -.12 -.08 向社会性の高さ .05 .03 .28+ .08 TDS .03 -.33* .03 -.08 
+p<.10,*p<.05 
 
4．考察  本研究は，幼児期（4-5歳児）の子どもを対象とし，次の 3点を研究の目的として行われた。(1）子どもの精神的健康について，子ども達の集団生活場面での様子を日常的に把握している幼稚園教諭による SDQ評定を用いて検討する。(2)子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感について検討する。(3)子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感の関連について検討する。以降において目的別に考察していく。 
(1) 幼児期にある子どもの精神的健康度 子どもの精神的健康度について，SDQの日本語版（教師用）25項目を用い，情緒・行為・多動/不注意・仲間関係・向社会性の 5側面について測定した。また，情緒・行為・多動/不注意・仲間関係の４つの側面を合計した得点（TDS）を用い，全体的な支援の必要度を把握した。性差の検討からは，多動/不注意に関する問題行動は男児が女児よりも多く，向社会性は女児が男児よりも高いという結果が示された。SDQを用いて 4-5歳児の問題行動支援ニーズについて検討した岩坂ら（2010）は，多動/不注意・行為・仲間関係・向社会性・TDSすべてにおいて男児が女児よりも有意に支援ニーズが高かったと指摘している。幼児期には「多動」など目立つ行動が「問題」とされることが多い（岩坂ら，2010）との指摘にもあるように，本研究においても同様の傾向が認められた結果であると考えられる。 
4-5歳児の SDQカットオフライン（幼稚園教諭評定）について，岩坂ら（2010）の基準を使用し，男女別に Low Need群，Some Need群，High Need群のパーセンテージを算出した。その結果，本研究にお
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いてもHigh Need群は概ね７～10％になることが確認された。一方，本研究においては「向社会性」の高さに関するHigh Need群は男女ともに 0％であった。日本における SDQ（保護者評価）の標準値（厚生労働省，2012）では，向社会性の問題に関するHigh Need群を 0-4点と設定している。ただし，このスコア設定の対象者は 4歳から 12歳と年齢幅が広いことや評定者が教師ではなく保護者であることから，4-5歳児向け（教師評価）のカットオフポイントとしてそのまま使用することはできない。しかしながら，本研究対象者の概ね 10％がHigh Need群に該当するスコアは 0-2点であったことなどを考慮すると，向社会性に関するカットオフポイントの設定については再検討の余地があるものと思われる。 
(2) 幼児期（4-5歳児）にみる自己有能感・社会的受容感  子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感の各項目得点について，全体の平均値と標準偏差および男女別の平均値と標準偏差を算出したところ，「友だちのおうちに泊まりに行くか」という項目以外は，すべて 2.5点以上と高い得点を示しており，全体的に幼児期における自己有能感・社会的受容感が高い傾向にあることが確認された。友だちの家に泊まりに行くことを問う項目の得点が他の項目より低かったことについては, 調査時点での子ども達の発言に「お友だちの家にはたまに行くけどお泊りはしたことない」「お泊りはおばあちゃんちしか行ったこと無い」といった回答が多くみられたことからも，原尺度（Harter＆Pike,1984）との文化的背景の違いが影響している結果であると考えられる。自己有能感については，桜井・杉原（1985）が幼稚園年長児を対象として有能感・社会的受容感を測定した研究においても,比較的肯定的な判断をしていたことが示唆されており,幼児期には児童期以降よりも他者との能力差について比較される機会が少なく，自己について過大な評価を行う傾向が認められた。渡辺・湯澤（2012）は,5-6歳児を対象として社会的比較と自己評価との関連について検討した結果,運動や芸術などの特定の領域においては友人と自己の相対的な能力の認知を反映させており，また,自分の好きな活動で友人より劣っていると認知しても劣等感を感じるのではなく,友人を参考にすることで自分の能力を高めようとすることから，幼児期は何事にも前向きで高い自尊感情を維持できる時期であると推測している。つまり,本研究の被験児である4-5歳児も他者との比較は行っているが,他者比較を通して悲観的になったり劣等感が高まるのではなく,優れた他者との一体感などを通して自己有能感を高く維持している可能性が示唆されたものと考えられる。自己有能感・社会的受容感の得点について性差の検討を行った結果，自己有能感については女児が男児より有意に高いことが認められたが社会的受容感の性差は認められなかった。児童期以降の自己感の発達については,いずれも男子が女子より高い傾向が示されており（例えば眞榮城,2005，眞榮城・菅原・酒井・菅原,2007）,幼児期から児童期の間になんらかの自己認識スタイルの変容（女児が男児よりも厳しい他者比較を行うことにより自己に対する評価が低下する等）が生じているものと推測されるため，今後さらに縦断的な研究を行うことによって自己有能感・社会的受容感の発達的変化について検討していく必要があるものと思われる。 
(3) 子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感との関連 幼稚園教諭が認識している子どもの精神的健康度と子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感との関連を検討した結果，男児では幼稚園教諭評定による多動/不注意および TDSと子ども自身が認識している社会的受容感との間に負の関連が認められた。つまり，子ども自身が認識している社会的受容感の希薄さが集団行動場面において幼稚園教諭から問題行動が多い傾向にあると認知されることに影響を及ぼしている可能性が示唆されたものと考えられる。女児では，向社会性の高さと自己有能感との間に正の相関が認められたことから，向社会的行動を促進する際には子ども自身が自分の能力に対して自信を持つことの重要性が認められた結果であると言えよう。支援ニーズ群別（Low Need群・Some Need群・High 
Need群）に自己有能感・社会的受容感得点の差を検討した結果, 本研究においては有意な得点差は認めら
幼児期における自己有能感・社会的受容感と精神的健康との関連
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(2) 幼児期（4-5歳児）にみる自己有能感・社会的受容感  子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感の各項目得点について，全体の平均値と標準偏差および男女別の平均値と標準偏差を算出したところ，「友だちのおうちに泊まりに行くか」という項目以外は，すべて 2.5点以上と高い得点を示しており，全体的に幼児期における自己有能感・社会的受容感が高い傾向にあることが確認された。友だちの家に泊まりに行くことを問う項目の得点が他の項目より低かったことについては, 調査時点での子ども達の発言に「お友だちの家にはたまに行くけどお泊りはしたことない」「お泊りはおばあちゃんちしか行ったこと無い」といった回答が多くみられたことからも，原尺度（Harter＆Pike,1984）との文化的背景の違いが影響している結果であると考えられる。自己有能感については，桜井・杉原（1985）が幼稚園年長児を対象として有能感・社会的受容感を測定した研究においても,比較的肯定的な判断をしていたことが示唆されており,幼児期には児童期以降よりも他者との能力差について比較される機会が少なく，自己について過大な評価を行う傾向が認められた。渡辺・湯澤（2012）は,5-6歳児を対象として社会的比較と自己評価との関連について検討した結果,運動や芸術などの特定の領域においては友人と自己の相対的な能力の認知を反映させており，また,自分の好きな活動で友人より劣っていると認知しても劣等感を感じるのではなく,友人を参考にすることで自分の能力を高めようとすることから，幼児期は何事にも前向きで高い自尊感情を維持できる時期であると推測している。つまり,本研究の被験児である4-5歳児も他者との比較は行っているが,他者比較を通して悲観的になったり劣等感が高まるのではなく,優れた他者との一体感などを通して自己有能感を高く維持している可能性が示唆されたものと考えられる。自己有能感・社会的受容感の得点について性差の検討を行った結果，自己有能感については女児が男児より有意に高いことが認められたが社会的受容感の性差は認められなかった。児童期以降の自己感の発達については,いずれも男子が女子より高い傾向が示されており（例えば眞榮城,2005，眞榮城・菅原・酒井・菅原,2007）,幼児期から児童期の間になんらかの自己認識スタイルの変容（女児が男児よりも厳しい他者比較を行うことにより自己に対する評価が低下する等）が生じているものと推測されるため，今後さらに縦断的な研究を行うことによって自己有能感・社会的受容感の発達的変化について検討していく必要があるものと思われる。 
(3) 子どもの精神的健康と自己有能感・社会的受容感との関連 幼稚園教諭が認識している子どもの精神的健康度と子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感との関連を検討した結果，男児では幼稚園教諭評定による多動/不注意および TDSと子ども自身が認識している社会的受容感との間に負の関連が認められた。つまり，子ども自身が認識している社会的受容感の希薄さが集団行動場面において幼稚園教諭から問題行動が多い傾向にあると認知されることに影響を及ぼしている可能性が示唆されたものと考えられる。女児では，向社会性の高さと自己有能感との間に正の相関が認められたことから，向社会的行動を促進する際には子ども自身が自分の能力に対して自信を持つことの重要性が認められた結果であると言えよう。支援ニーズ群別（Low Need群・Some Need群・High 
Need群）に自己有能感・社会的受容感得点の差を検討した結果, 本研究においては有意な得点差は認めら
れなかった。しかしながら，問題行動傾向が継続する中で自信を喪失している子ども(自己有能感が低い子ども)や，人とうまくかかわれずにトラブルを抱えている子ども（社会的受容感が低い子ども）の存在も指摘されており（例えば，杉山，2009），長期に渡ってHigh Need群に属する子どもの自己有能感や社会的受容感は Low Need群よりも低下する可能性があるものと推測される。つまり，SDQ等を用いて顕在化する子どもの問題行動を把握することのみならず，子ども自身が認識している自己有能感・社会的受容感についても把握することは，子どもの精神的健康を維持・促進する際に重要な役割を担っているものと考えられる。 
5．今後の課題  本研究は横断的研究であり，子どもの精神的健康に影響を及ぼす自己有能感・社会的受容感の機能について明確に言及することはできない。子どもの精神的健康に関する自己有能感・社会的受容感の機能を明らかにするためには長期的視野に立った縦断的研究が必要である。また，子どもの精神的健康を維持し，子どもの問題行動を早期に発見し早期に介入するためにも，子どもの発達段階をふまえた予防プログラムの開発が不可欠であると指摘されている（Coie，1993，Cummings,E.M.,Davies.P.T.&Campbell.S.B.,2000）。今後は，子どもを取り巻くさまざまな環境要因（例えば，家庭・学校・地域社会・文化的背景），子ども側の要因（生得的要因・発達段階・移行期に関わる要因など）を考慮した縦断的研究デザインに基づく検討を重ねていく必要があるものと考えている。 
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SUMMALY This study is intended to clarify the relationship between perceived competence, social acceptance and mental health in young children. Participants were 103 kindergarten children (47 boys and 56 girls, mean age 4.56 years) and their teachers (N=6).The children’s mental health was measured by the SDQ which was originally designed for teachers（the Strengths and Difficulties Questionnaire，Goodman;1997，Sugawara，Sakai，Sugiura， Matsumoto;2006）. Perceived competence and social acceptance of children were defined by the pictorial scale of perceived competence and social acceptance for young children (Harter & Pike, 1984; Japanese version, Maeshiro, 2010).  As a result, behavior problems (hyperactivity/inattention) of boys were related to low social acceptance, and prosocial behaviors of girls were related to high perceived competence. It was suggested that perceived competence and social acceptance were directly related to the promotion and maintenance of the children's mental health.  
 
